
【図-1 章の分量の変遷】 
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福岡市総合計画の変遷からみた国土形成計画策定のあり方に関する基礎的考察 
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1．研究の背景と目的                                       

 現在，平成 17 年の国土総合開発法の改正を受け，新

たに国土形成計画の策定が進められている．地方公共

団体の自立が謳われるなか，各行政が定める計画内容

においても地域の声を反映したものでなければならな

い．特に総合計画に対しては，単に予算獲得や事業推

進の指針にすぎないのではないかとの指摘もある１）．総

合計画は，行政内の連携によって各分野の専門性を生

かし策定される横断的計画という特長を持つ．しかし，

未だ事業管轄における縦割りを一因として，「総合」の

意味をなしていないという見方もできよう．すなわち

法的にも変化点を迎えた今日，計画に謳われた理念，

内容の実効性，整合性について再吟味することは極め

て重要な検証作業と考えられる． 
本研究では，福岡市総合計画を対象とし，現在まで

の計画内容の変遷ならびに過去の計画策定時の課題を

描写することで，今後の国土形成に向けた基礎的知見

の提示を目的とする． 
 
2．研究の進め方 

(1)研究の分析と手順 

分析対象としては 1960 年の第 1 次福岡市総合計画

（以降：1 次）から 2003 年の第 8 次福岡市総合計画ま

での計 8 回の計画策定で刊行された計画書，および 5
度の計画策定を行った全総の内容とする．分析手順と

して，まず福岡市の 1 次計画から 8 次計画までの読解

を行い，カタチにつながる（実施に至る可能性を有す

る）計画，時代に合わせた計画などの点に着目し，デ

ータベース化を行った２）．次に上記データにおいて各章

の割合の変遷，内容の変遷を分析した．さらに全総の

内容，時代背景との比較を行い考察した．最後にそれ

らを踏まえて，これまでの福岡市総合計画の課題など

を抽出した． 
(2)本研究の位置づけ 
 総合計画を対象とした既往研究は東北地方の自治体

を事例に，職員の政策形成能力に着目しアンケート調

査を行うことで自治体の政策形成能力の実態を把握し

ているもの３）や自治体の特性に応じて総合計画の進行

管理を行うべきであることを述べたものがある４）．また

総合計画と施策の実態について，政令指定都市を対象

に副都心に焦点をあて適切な都市構造のあり方を問題

提起したものも見られる５）．しかし，本研究のような全

国総合開発計画と時代背景および地方都市の総合計画

について時系列的に振り返り，比較することで今後の

国土計画の方向性を見出す研究は未だ管見では認めら

れない． 
 
3．各年次福岡市総合計画における文量分析 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
ここでは 1～8 次計画書中の章の分量を割合で表し，

整理・比較した【図-1】．これより 1 次計画では「産業」

の分野が多く，その傾向は 2 次，3 次計画でも続いてい

る．4 次計画は「公園・緑地」の分野が多く，経済的安

定と共に，市民の生活環境の質的向上が文量的にも重

要視されたものと位置づけられる．5，6，7，8 次計画

は「教育・福祉」の分野が最も多い．これは高齢化社

会や市民の平等への配慮の高まりが背景として伺える． 
 
4．全国総合開発計画の変遷と時代背景 

 1960 年以降の時代背景と全総の変遷をみると，1962
年，1 全総は所得倍増計画を提案した背景には所得格差

の拡大があった．1960 年代からの高度経済成長によっ

て 1969 年の 2 全総では全国の交通ネットワークを整備

する「大規模プロジェクト構想」を述べている．1977
年の 3 全総は大都市への人口と産業の集中を抑制する

「定住構想」を掲げた．1987 年の 4 全総は「交流ネッ

トワーク構想」を掲げ，地域の特性を生かした地域整
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福岡市総合計画　計画の前提国の計画時代背景

高度経済成長期

1971 3 次

1976 4 次

1981 5 次

1988 6 次

1962 1 全総

1969 2 全総

1977 3 全総

1950 国土総合開発法

＜地域間の均衡ある発展＞
＜地点開発構想＞

＜豊かな環境の創造＞
＜大規模プロジェクト構想＞

＜人間居住の総合的環境整備＞
＜定住構想＞

1987 4 全総
＜多極分散型国土の構築＞

＜交流ネットワーク構想＞

1997 7 次

2003 8 次

1998 5 全総
＜多軸型国土構造形成の基礎づくり＞

＜参加と連携＞

1960 1 次
産業基盤の整備

生活環境の整備

『産業』の章の割合が 15.1％と 1 次計画で一番多い

上下水道、保健衛生など細かく章が分けられている

1966 2 次
個性ある市民文化

土地利用体系の再編成
コミュニティの確立
住宅・宅地の確保
都市施設の整備

市民福祉の向上 流通センターの設置

都市型産業の振興 貿易の振興
基幹道路の設定促進
都市高速鉄道の計画化

港湾・空港など有機的整備
文化史跡と自然景観の開発と保存

教育施設と環境の整備

文化基盤整備と施設の充実

政令指定都市として区行政の充実

来るべき 21 世紀の基礎固め

高福祉都市の創造

国際的情報都市機能の充実

激動し高速化する時代への対応

都市像

心豊かな市民の都市
生きた緑の都市

制御システムを持つ都市

学び、創る都市

『産業』の章の割合が 10％以下

『公園・緑地』の章の割合が一番多い
人口 100 万人突破

山陽新幹線博多まで開通
市民は量的成長より質的成長を望んでいる

都市型産業の振興 市民生活に密着した地元の伝統産業

心豊かな市民の都市
生きた緑の都市

制御システムを持つ都市

学び、創る都市

人間と自然との調和のシステム

都市圏人口の制御の実があがるよう努力する

都市型産業の振興 市民生活に密着した地元の伝統産業

コミュニティ行政

市民参加 地域福祉

課題

『産業』の章の割合が 10％以下

21 世紀に向けての課題

国際化への対応
情報化への対応

高齢化社会への対応

中枢機能の強化と産業の活性化
快適な都市環境の創造

個性ある文化の創造 心のかようコミュニティづくり

市民によるまちづくり

人口の増加、移動は沈静化傾向

魅力ある都市景観の形成

・『国際交流」の章が出現する

『産業』の章の割合は過去最も少ない 4.7％

アジアをはじめとした

諸外国と九州・西日本

を結ぶ経済拠点を目指す

地域・生活重視の視点

広域の視点

環境との共生の視点

1、市民と行政の協働によるまちづくりの推進

2、豊かな心を育むための環境づくり
3、健康で安心して暮らせるまちづくり

4、ふれあいのある地域づくり

6、高度な都市機能・産業の創造

5、福岡の特性を生かした魅力ある文化の創造

7、アジアを結ぶ交流の推進
8、国際交流を支える基盤の整備
9、市民生活や都市活動を支える基盤づくり

10、環境と共生したまちづくり
地方分権が国内で推進される

人・活気・自由かっ達

自治・自律・共働

九州・アジア

①果敢に挑戦する自治と自律の都市

②安全で快適な市民生活充実の都市

③豊かな自然環境と歴史風土を大切にする都市

④多彩な人が集い活躍する活気創造の都市
⑤協力と競争によりアジアの中で共生する都市

アジアの中で共生的な発展

透明性の高い行政
ワークショップの開催

過大都市問題

所得格差の拡大

情報化、国際化、

技術革新の進展

人口や産業の

大都市集中

安定成長経済

人口、産業の

地方分散化の兆し

人口、諸機能の

東京一極集中

本格的国際化の推進

人口減少、高齢化時代

『産業』の章の割合が 1 次～ 8 次の中で一番多い

時代背景

時代背景が福岡市に与えた影響
全総が福岡市に与えた影響
福岡市総合計画内での変化

章についての記述
計画の柱と内容のつながり
章と内容のつながり

福岡市総合計画内でのつながり凡例

【図-2 時代背景，全総，福岡市総合計画の変遷】 

備を促進した．1998 年の 5 全総は「21 世紀の国土のグ

ランドデザイン」を掲げ，地域の選択と責任による地

域づくりを推進した． 
 
5．福岡市総合計画ならびに全総と時代背景の関連性 

 ここでは 1～8 次計画書の主な内容の移り変わりにつ

いて考察した．また全総と福岡市総合計画，時代背景

との比較により考察した． 
まず「教育・福祉」の面では 3 次計画策定の際から

将来の高齢化社会を予測していた．「産業」の分野では

3 次計画で大規模スーパーの建設を推進するが，8 次計

画ではその影響で商店街の状況が悪化していることを

述べている．このことから，過去の計画策定時点で将

来予測が不十分であったことがわかる．5 次計画の「住

宅」の分野では良好な美観を有する面的な配列を心が

けているが，同計画内の「土地利用構想」の分野では

個性ある高層住宅の必要性を述べている．ここに，各

分野担当者らの連携の弱さが伺え，計画内容に矛盾を

生じさせている．また 6 次計画から「国際交流」の章

が立てられ福岡市は海外に目を向ける．これは現在の

アジア都市としての福岡が，構想に位置づけられる初

期段階であると位置づけられる． 
 【図-2】は時代背景と全総と福岡市総合計画の内容変

遷を比較したものである．この図から時代背景から全

総，福岡市へと計画内容の理念的影響が見いだされる．

内容として，国が海外に目を向けたものとなると福岡

市総合計画も「国際交

流」の章を設ける．また

3 全総の「定住構想」は

5 次計画の理念である

『制御システムを持つ

都市』へとつながり，そ

の中で「都市圏人口の制

御の実があがるよう努

力する」と述べている．

さらに 6 次計画へとつ

ながり人口の増加や移

動は沈静化する． 
1990 年代初期には人

口，産業が地方分散化の

兆しを見せ始め，4 全総

の「多極分散型国土の構

築」が本格化したと言え

る．これらの影響を受け

7 次計画では，5 次計画

の課題とされていた「コ

ミュニティ行政」や「市

民参加」を計画内容に反

映させ，福岡市の地域特

性を生かした計画をた

てている．現在福岡市で

は 5 全総の「参加と連

携」を踏まえた透明性の

高い行政の充実を図っ

ている．                                                   
 

6．まとめ 

 福岡市総合計画ならびに全国総合開発計画の概要，

経緯を考察し，浮かび上がった問題点と今後の計画策

定に向けた留意点を以下に列挙する． 
①計画の章ごとに内容・方向性の違いが生じない行政

内の連携策について，より一層の強化策やそのための

手続きを再検討する必要がある． 
②福岡市総合計画は長期的計画なので，将来を予測す

ることは困難であるが，計画策定時の自然環境や都市

構造などの諸状況に対する問題解決のみを目指すので

はなく，策定以前の時代の流れを読み，将来の変化に

対しても許容力のあるものにするべきである． 
③時代背景を受けつつ，国土計画から地方の総合計画

へとある種のトップダウン関係が計画内容に見出され，

市民と近い地方公共団体の立場を第一とする計画策定

のあり方が求められる．そのためにも国土形成計画策

定においては国と地方との水平的対話を充実させる策

定プログラム・手続きが急務の課題として挙げられる． 
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